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（参考４） 働き方改革実行計画（概要）
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基発0328第6号

平成26年3月28日

都道府県労働局長 殿

厚生労働省労働基準局長

労働安全衛生法施行令第2条第3号に掲げる業種における

安全推進者の配置等に係るガイドラインの策定について

労働安全衛生法施行令(昭和47年政令第318号)第2条第3号に掲げる業種(以下「3号業種」とい

う。)の事業場には、安全管理者又は安全衛生推進者の選任や安全委員会の設置の義務付けがなく、

安全管理体制の構築に係る法令的な担保がなされていない。

一方、1年間に発生する休業4日以上の労働災害約12万件のうち、その3分の1を上回る約5万件が3

号業種において発生しており、これら3号業種における安全管理体制の構築が急務となっている。

こうした状況を踏まえ、平成25年度から平成29年度までの5年間を計画期間とする「第12次労働災

害防止計画」においては、3号業種がそのほとんどを占める第三次産業、とりわけ小売業、社会福祉

施設及び飲食店が労働災害削減の数値目標を掲げた重点業種とされており、さらに、平成25年12月

24日付けの労働政策審議会の建議「今後の労働安全衛生対策について」においても、「現在の労働

安全衛生法において安全管理者又は安全衛生推進者の選任が義務付けられていない業種(その他の小

売業、社会福祉施設など)において、安全管理体制の整備が徐々に進められていることから、まずは

こうした取組を促進させることとし、事業者に対して国が安全の担当者の配置等を内容とするガイ

ドラインを示し指導を行うことが適当である。」とされたところである。

以上を踏まえ、今般、「労働安全衛生法施行令第2条第3号に掲げる業種における安全推進者の配

置等に係るガイドライン」を別添のとおり策定し、3号業種における安全の担当者の配置等を促進す

ることとしたので、関係事業者に周知されるとともに、本ガイドラインに基づく安全管理体制の整

備に取り組むよう指導されたい。

また、関係団体に対し、別紙により要請しているので、了知されたい。

（参考５） 安全推進者の配置等に関するガイドライン
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別添

労働安全衛生法施行令第2条第3号に掲げる業種における安全推進者の配置等に係るガイドライン

1 目的

本ガイドラインは、労働安全衛生法施行令(昭和47年政令第318号。以下「令」という。)第2条

第3号に掲げる業種に属する事業場において、安全の担当者(以下「安全推進者」という。)を配置

することにより、当該事業場の安全管理体制を充実し、これらの事業場における労働災害防止活

動の実効を高め、労働災害の減少に資することを目的とする。

2 対象事業場

令第2条第3号に掲げる業種の事業場であって、常時10人以上の労働者を使用するものを対象と

する。

なお、第12次労働災害防止計画において労働災害削減の数値目標を掲げた重点業種である以下

に掲げる業種の事業場については、特に重点的に本ガイドラインに基づく安全推進者の配置に取

り組むものとする。

・小売業(令第2条第2号に含まれる各種商品小売業、家具等小売業及び燃料小売業を除く。)

・社会福祉施設

・飲食店

3 安全推進者の配置等

(1) 安全推進者の要件

安全推進者は、職場内の整理整頓(4S活動)、交通事故防止等、業種の別に関わりなく事業所内

で一般的に取り組まれている安全活動に従事した経験を有する者のうちから配置するものとする。

なお、常時使用する労働者が50人を超える事業場や労働災害を繰り返し発生させた事業場につ

いては、安全に対する知見を少しでも多く有する者を配置する観点から、以下の者を配置するこ

とが望ましい。

ア 安全衛生推進者の資格を有する者(安全衛生推進者養成講習修了者、大学を卒業後1年以上安

全衛生の実務を経験した者、5年以上安全衛生の実務を経験した者等)

イ アと同等以上の能力を有すると認められる者(労働安全コンサルタントの資格を有する者、

安全管理士の資格を有する者又は安全管理者の資格を有する者)

(2) 安全推進者の配置

原則として、事業場ごとに1名以上配置するものとする。ただし、安全推進者の職務を遂行し

うる範囲内において、一定区域内の複数の事業場で1名の安全推進者を配置することとしても差

し支えないものとする。
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(3) 安全推進者の氏名の周知

事業者は、安全推進者を配置したときは、その氏名を作業場の見やすい箇所に掲示する等によ

り関係労働者に周知するものとする。

4 安全推進者の職務

本ガイドラインの対象業種でみられる災害の多くは、転倒災害、荷物の運搬等による腰痛、階

段等からの墜落・転落や交通労働災害など日常生活でも起こりうる性質のものであり、その防止

のためには、職場環境や作業方法の改善、安全衛生教育の実施といった安全活動の必要性につい

ての認識を事業者、労働者ともども高める必要がある。

こうした現状を踏まえ、安全推進者は、事業の実施を総括管理する者を補佐して、以下の職務

を行うものとする。

なお、事業者は、こうした安全推進者の活動を実効あるものとするために、安全推進者に対し

て必要な権限を与えるとともに、知識の付与や能力の向上にも配意するものとする。

(1) 職場環境及び作業方法の改善に関すること

(例:職場内の整理整頓(4S活動)の推進、床の凸凹面の解消等職場内の危険箇所の改善、刃物や

台車等道具の安全な使用に関するマニュアルの整備 等)

(2) 労働者の安全意識の啓発及び安全教育に関すること

(例:朝礼等の場を活用した労働災害防止に係る意義の周知・啓発、荷物の運搬等の作業に係る

安全な作業手順についての教育・研修の実施 等)

(3) 関係行政機関に対する安全に係る各種報告、届出等に関すること

(例:労働災害を発生させた場合における労働者死傷病報告の作成及び労働基準監督署長への提

出 等)



平成28年12月19日

「働く人に安全で安心な店舗・施設づくり推進運動」実施要綱

１ 趣旨

第三次産業における労働災害の占める割合が年々増加する中、第12 次労働災害防止計画におい

て、小売業、社会福祉施設及び飲食店の平成29 年の休業４日以上の労働災害件数を平成24 年に

比してそれぞれ20％、10％、20％以上減少させることを目標としているが、平成28 年11 月末速

報値を見ると、それぞれ2.0％、24.6％、10.0％の増加となっており、目標の達成は今後相当の努

力をしなければ極めて困難な状況となっている。

労働災害が増加している要因としては、人手不足や労働者の高齢化などの要因のほか、転倒災

害、腰痛災害など行動災害によるものが多く、事業場の取組が進んでいないこと、店舗・施設の

安全衛生の体制をみると安全衛生担当者がいないなど店舗・施設単位での安全衛生活動が低調で

ある中で、店舗・施設の活動をサポートすべき本社・本部の取組が不十分であることも指摘され

ており、店舗・施設のみならず企業・法人全体での労働災害防止の取組を進める必要がある。

本運動は、経営トップの参画の下、本社・本部における労働災害防止のための取組を促進し、

本社・本部と店舗・施設の役割に応じた全社的な安全衛生活動を展開することにより、職場の危

険箇所の除去、作業方法等の改善、労働者の危険に対する感受性・注意力の向上等を図ることに

より、小売業、社会福祉施設及び飲食店における労働災害を減少させることを目的とするもので

ある。

２ 期間

平成29 年１月１日から12 月31 日まで

３ 主唱者

厚生労働省、中央労働災害防止協会

４ 実施者

小売業及び飲食店の多店舗展開企業の本社及び店舗、多くの社会福祉施設を展開する法人の本部

及び施設

５ 主唱者の実施事項

（１）厚生労働省の実施事項

ア 小売業、社会福祉施設及び飲食店の労働災害防止に係る周知啓発資料等の作成、配布

イ 小売業、社会福祉施設及び飲食店の労働災害防止対策に活用できるコンテンツを集めた特設

サイトの開設

（ア）災害事例、効果的な対策、好事例の紹介（チェックリストを含む）

（イ）小売業、社会福祉施設及び飲食店の労働災害防止対策に資するセミナー等の開催、案内

ウ 本運動を効果的に推進するための各種団体等への協力要請

エ 都道府県労働局、労働基準監督署による企業・法人、事業場への啓発・指導

（参考６） 「働く人に安全で安心な店舗・施設づくり推進運動」実施要綱
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（２）中央労働災害防止協会の実施事項

ア 安全推進運動の周知啓発

イ 事業場の安全衛生対策への指導援助

ウ ＫＹ訓練、転倒災害防止、腰痛予防対策に資する研修等の開催、教育支援

エ 教育用テキスト、周知啓発資料等の提供

オ 転倒防止のための防滑靴、切創防止手袋、火傷予防手袋等の有効な保護具の普及促進

６ 実施者の実施事項

（１）本社・本部の実施事項

小売業及び飲食店の多店舗展開企業本社並びに多くの社会福祉施設を展開する法人本部は、

次の実施事項のうち、企業・法人の労働災害の発生状況等に応じて、必要となる取組を実施す

ること。

ア 企業・法人傘下の店舗・施設全体の労働災害の発生状況の把握、分析

イ 経営トップの意向を踏まえた安全衛生方針の作成、周知

ウ 安全に配慮した作業マニュアルの作成と店舗・施設への周知

エ （２）に示す事項を含め、店舗・施設で実施すべき安全衛生活動を定め、店舗・施設での取

組を展開するとともに、必要な資料の提供、教育の実施等の支援を行うこと

オ 店舗・施設における安全衛生担当者（衛生管理者、衛生推進者、安全推進者等）の配置状況

の確認

カ 店舗・施設の安全衛生担当者に対する教育の実施

キ 本社・本部安全担当者、エリアマネージャー等による店舗・施設に対する危険箇所や安全衛

生活動の取組状況の点検、災害防止指導の実施

ク 安全対策の取組や注意喚起を分かりやすく従業員へ周知するための掲示や小冊子の配布

ケ 店舗・施設のリスクアセスメントの実施及びその結果に基づく対策の実施

コ 店舗・施設におけるメンタルヘルス対策に係る指導及び実施状況の把握

サ 店舗・施設における健康診断及び事後措置、長時間労働者への面接指導等健康確保措置の実

施状況の把握

（２）店舗・施設の実施事項

店舗・施設においては、次の事項のうちから、（１）のエにおける本社・本部の指示に基づ

く事項のほか、店舗・施設の独自の取組も可能な限り含め実施すること。

ア ４Ｓ（整理、整頓、清掃、清潔）の徹底による転倒災害等の防止

※ 床面の水濡れ、油汚れ等の小まめな清掃、台車等の障害物の除去、安全に介護等の作業が

できる作業スペース、通路等の確保など

イ 作業マニュアルの店舗・施設の従業員への周知・教育

ウ ＫＹ（危険予知）活動による危険予知能力、注意力の向上

エ ヒヤリハット活動による危険箇所の共有、除去
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オ 危険箇所の表示による危険の「見える化」

カ 店長・施設長、安全衛生担当者による定期的な職場点検の実施

キ 朝礼時等での安全意識の啓発

ク 防滑靴、切創防止手袋等の着用、介護機器・用具等の導入、使用の推進、熱中症予防のため

の透湿性・通気性の良い服装の活用

ケ 腰痛予防対策指針に基づく健康診断の実施

コ 腰痛・転倒予防体操の励行

サ 熱中症予防のための休憩場所・時間の確保

７ 留意事項

（１）本社・本部と店舗・施設の役割分担を明らかにして、それぞれの取組の実施を図ること。

（２）全ての事項の取組を求めるものではなく、店舗・施設の実態等に即して、可能なものから取

組の実施を図ること。

（３）「ＳＴＯＰ！転倒災害プロジェクト」に基づく取組をしている事業場においては、当該プロ

ジェクトに基づき実施している転倒災害防止のための取組を、「働く人に安全で安心な店舗・

施設づくり推進運動」に基づく取組事項に組み込むなど、当該プロジェクトも踏まえた取組に

することが有効であること。
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【労働基準法】

(労働時間)

第32条 使用者は、労働者に、休憩時間を除き１週間について４０時間を超えて、労働させてはな

らない。

２ 使用者は、１週間の各日については、労働者に、休憩時間を除き１日について８時間を超えて、

労働させてはならない。

(時間外、休日及び深夜の割増賃金)

第37条 使用者が、第33条又は前条第１項の規定により労働時間を延長し、又は休日に労働させた

場合においては、その時間又はその日の労働については、通常の労働時間又は労働日の賃金の計算

額の２割５分以上５割以下の範囲内でそれぞれ政令で定める率以上の率で計算した割増賃金を支払

わなければならない。（以下略）

(労働基準監督官の権限)

第101条 労働基準監督官は、事業場、寄宿舎その他の附属建設物に臨検し、帳簿及び書類の提出を

求め、又は使用者若しくは労働者に対して尋問を行うことができる。

(罰則)

第120条 次の各号の一に該当する者は、30万円以下の罰金に処する。

四 第101条の規定による労働基準監督官(略)の臨検を拒み、妨げ、若しくは忌避し、その尋問に

対して陳述をせず、若しくは虚偽の陳述をし、帳簿書類の提出をせず、又は虚偽の記載をした帳

簿書類の提出をした者

【労働安全衛生法】

(報告等)

第100条 厚生労働大臣、都道府県労働局長又は労働基準監督署長は、この法律を施行するため必要

があると認めるときは、厚生労働省令で定めるところにより、事業者、労働者、機械等貸与者、建

築物貸与者又はコンサルタントに対し、必要な事項を報告させ、又は出頭を命ずることができる。

(事業者の講ずべき措置等)

第20条 事業者は、次の危険を防止するため必要な措置を講じなければならない。

一 機械、器具その他の設備(以下「機械等」という。)による危険

二 爆発性の物、発火性の物、引火性の物等による危険

三 電気、熱その他のエネルギーによる危険

【労働安全衛生規則】

(労働者死傷病報告)

第97条 事業者は、労働者が労働災害その他就業中又は事業場内若しくはその附属建設物内におけ

る負傷、窒息又は急性中毒により死亡し、又は休業したときは、遅滞なく、様式第23号による報告

書を所轄労働基準監督署長に提出しなければならない。

（参考７） 「労働基準関係法令違反に係る公表事案」の事案例関係法令
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【労働安全衛生規則】（前ページから続く）

(動力しや断装置)

第103条 事業者は、機械ごとにスイツチ、クラツチ、ベルトシフター等の動力しや断装置を設けなけ

ればならない。ただし、連続した一団の機械で、共通の動力しや断装置を有し、かつ、工程の途中で

人力による原材料の送給、取出し等の必要のないものは、この限りでない。

２ 事業者は、前項の機械が切断、引抜き、圧縮、打抜き、曲げ又は絞りの加工をするものであると

きは、同項の動力しや断装置を当該加工の作業に従事する者がその作業位置を離れることなく操作で

きる位置に設けなければならない。

３ 事業者は、第１項の動力しや断装置については、容易に操作ができるもので、かつ、接触、振動

等のため不意に機械が起動するおそれのないものとしなければならない。

(粉砕機等への転落等における危険の防止)

第130条の5 事業者は、食品加工用粉砕機又は食品加工用混合機の開口部から転落することにより

労働者に危険が生ずるおそれのあるときは、蓋、囲い、高さが90センチメートル以上の柵等を設け

なければならない。ただし、蓋、囲い、柵等を設けることが作業の性質上困難な場合において、安

全帯(令第13条第３項第二十八号の安全帯をいう。以下同じ。)を使用させる等転落の危険を防止す

るための措置を講じたときは、この限りでない。

２ 事業者は、前項の開口部から可動部分に接触することにより労働者に危険が生ずるおそれのある

ときは、蓋、囲い等を設けなければならない。

３ 労働者は、第一項ただし書の場合において、安全帯その他の命綱(以下「安全帯等」という。)の

使用を命じられたときは、これを使用しなければならない。
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